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行う。（2010 年版、第 6 条）」から、「「良き企業市民」として、積極的に社会に参画し、そ
の発展に貢献する。（2017 年版、第 8 条）」へと、より積極的に社会に関与することが明記
された。この改定に先立つ 2014年、国連「持続可能な開発のための教育（ESD）」の 10年の





















   （例）CSR、 CSV、国連グローバルコンパクト、ISO26000、SDGｓ、等 
２．顧客や株主を含む社会からの信頼を得る。 
   （例）SRI 、ESG投資、等 
３．社員（社員家族を含む）のプライドとやる気が向上する。 
４．社員教育の一環として有効である。 
    （例）市民との対話・協働等、創発型社員の養成、等 
５．社会の変化に応じた新たなビジネスチャンスを得る。 
    （例）社会的企業、BOPビジネス、等 
６．コンプライアンスを含めて企業や事業活動の持続可能性に貢献する。 
（例）リスク管理、等 
（出典：阿部（２０１７）「地域をつくる人を育てる ESD」『ESD の地域創生力』より） 
 
本シンポジウムにご登壇いただいた 4社の取り組みも、これらの項目に該当する。我が国
における地域創生が待ったなしの状況であり、かつ SDGsがメインストリームになっていく
中で、企業による人づくりを通じた地域創生の取り組みはますます盛んになっていくに違
いない。 
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